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要 旨： 
ODCE の提唱により BEPS が取り纏められ、90 か国以上が賛同する国際的な規模の「租税回
避撲滅運動」が展開されている。合法的であっても非倫理的でアグレッシブな租税戦略を糾
弾し、軽課税のまま放置されている所得や隠匿された資産に然るべき租税を賦課すべく、各
国税務当局が手を携えて立ち上がった。その主張は公正・公平をモット―にしており、多く
の国々が抱えている共通の悩みや不利益に対処してくれるものとして大きな期待を集めた。
しかし一方で、国でも企業でも、自己の利益を最も重視するのは当然のことである。BEPS に
よってアグレッシブな租税回避スキームが阻止され、Web 上のビジネスに対する新たな租税
体系が構築されることは、これらの改正によって税負担が増加する企業とその居住地国に
とって受入れ難いことである。BEPS は総論から各論に移るにつれて利害対立が明確化し、
国や企業は次第に自己の利益を顧みるようになってきており、今後各国政府や企業が果た
してどこまで歩み寄れるのかが問われている。一方で日本としては、国内で知的財産権を創
造する企業活動を支援する税制上の施策として、欧州のテナント・ボックスに準じた制度の
導入が検討されるべきである。 
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１．はじめに 
 株主利益の最大化を企業の重要な使命と捉えるのであれば、利益の持続的な拡大のため
に法人税を含むあらゆるコストの削減を模索することに異論はないはずである。各国財務
当局も自国への産業や資本の誘致のために法人税の税率を低減させており、グローバル企
業が複数の国に跨る複雑なスキームを駆使して自己の税負担率の低減に励むことは、その
スキームが合法的なものである限り是認されるべきと考えられてきた。 
 しかし、そこに突如“BEPS”が登場し、合法的であっても非倫理的でアグレッシブな租税
戦略を糾弾し、課税の網を巧妙に掻い潜っている所得や隠匿された資産に然るべき租税を
賦課すべく、各国税務当局が手を携えて立ち上がった。BEPS とは“Base Erosion and Profit 
Shifting”の頭文字であり、OECD が提唱し、世界の 90 か国以上が賛同を表明している国際
的な規模での「租税回避撲滅運動」である。「税源侵食と利益移転」と訳されており、課税
されるべき所得(Taxable Base)が節税スキームによって削り取られること(Erosion)や、本
来然るべき国で計上されるべき利益(Profit)が他の軽課税国に移転していること
(Shifting)の撲滅をスローガンとして掲げている。 
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 本稿では、BEPS の概要、各国が BEPS に賛同した事情や背景を踏まえたうえで、BEPS がも
たらしたものと今後の方向性について検討してみたい。 
 
２．BEPS の概要 
 BEPS は OECD によって 2012 年にプロジェクト化され、2015 年の G20 サミットにおいて最
終報告書の内容に賛同を得て本格的にスタートした。 
最終報告書までに「15 の行動計画」が策定されており1、各国の課税当局はそこでの議論
や指針を踏まえ、自国の税制を速やかに改正することが求められている。 
 行動計画の詳細に関する記述は控えるが、主要なテーマは以下のとおりである。 
 各国の税制のズレを逆手に取った租税戦略への対策 
 移転価格税制の統一と価格算定に関する自主的開示の促進 
 電子商取引などの新しいタイプの取引への課税方法の検討 
 タックスヘイブン対策税制の強化と統一 
 利子の控除制限の統一 
 義務的開示制度の導入（租税戦略の強制的開示）（下記参照） 
 個々の租税条約を超越する多数国間での大規模な租税条約の構築（下記（イ）参照） 
 課税当局間の情報共有の促進（下記（ロ）参照） 
 これらの行動計画には、各国が夫々税法改正を行うことで BEPS 運動を支えるものと、多
数国が連携することで実行可能になるものがある。  
日本単独での対応としては、企業に移転価格に関する書面作成の拡充を求めたり、タック
スヘイブン対策税制に改正を加えたことなどが挙げられる。 
他方、以下のようなグローバルな枠組みの導入はまさに「BEPS 効果」であり、多数国の
参加によってはじめて実践することが可能になった。 
イ) 多数国間協定（MLI-Multilateral Convention to Implement Tax Treaty Related 
Measures to Prevent Base Erosion and Profit Shifting） 
2017 年 6 月に署名された多数国間協定（MLI）は、これまで 2国間で時間をかけて協
議し、締結してきた従来型の租税条約を超えて、多くの国々（本稿作成時点で 71 か国
が署名済み。さらに 6か国が参加を意思表明）に対して相互に適用される画期的なもの
である。尤もその規定の中には各国が選択的に適用できるものが含まれるため、すべて
の国を同一の規定で縛るものになるのかはまだ流動的ではあるものの、各国の協議の
時間と労力を大幅に節約して、多数国による租税条約を短期間で締結した意味は大き
い。 
ロ) 共通報告基準（CRS-Common Reporting Standard） 
これまでも租税条約上に「情報交換」の規定がある場合で、相手国から照会があった
ときには、銀行口座や金融資産などの情報を相互に提供してきたところである。BEPS に
                                                  
1 http://www.oecd.org/tax/beps/参照 
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よってこれをグローバルに制度化し、各国の税務当局が収集した非居住者の銀行口座情
報をその納税者の居住地の税務当局に自動的に相互に通知することになった。日本でも
2018 年以降非居住者口座の情報は金融機関から吸い上げられ、この自動交換の流れに
乗せられる。 
一方、「義務的開示制度（MDR-Mandatory Disclosure Rules）」のように、制度の導入にハ
ードルの高いものもある。この項目は、国際的節税スキームの撲滅という重要なテーマを実
現すべく、課税上弊害のある租税戦略の能動的補足と、納税者などに開示義務を課すことに
よる抑止力とを期待して、導入が提唱されたものである。しかし、行動計画では、開示の当
事者（納税者、税務アドバイザー、会計事務所）、開示が必要になる要件（通常の節税行為
と開示対象とすべきアグレッシブなタックスプランニングとの境界線）、開示の範囲などに
ついて具体的な規定は示されておらず、実際の運用については各国の現状と判断に委ねら
れている。2015 年に「税理士に節税策の報告義務」を課すとの報道も為されたが2、実際に
自社の税務アドバイザーが手の内を課税当局に積極的にさらけ出すようになると、税務実
務が健全でない方向に進む可能性もはらんでいる。財務省主税局の担当者の論文には「MDR
で報告される情報は、通常の質問・検査権で得られる情報を超えることはなく、自己に不利
益な供述を強要されない（自己負罪からの保護）原則に MDR は反しない。」3との説明もある
が、グローバルな租税戦略には比較的馴染みの薄い日本においてどこまでの開示が求めら
れるのか注目される。 
 
３．BEPS 賛同に至る背景 
 租税制度は、各国の置かれた状況、政策、景気、租税体系の歴史的経緯などを踏まえ独自
に構築されるものであり、税率はもとより、その体系や具体的な規定には差異があるのが当
然である。このため 2012 年に OECD がこの運動を開始したとき、筆者も含め BEPS がここま
での広がりを見せるとは予想しない税務関係者も多かったように思う。しかし以下に掲げ
る幾つかの事情が相まって、予想を超える広がりとスピード感をもってその賛同の輪は広
がったのである。  
① 金融危機（リーマン・ショック）後の法人税収の低下 
各国財務当局にとって安定的な税収確保が急務とされた。 
② 過度な節税スキームの横行と他の国からの反目 
米国 IT 企業などがアグレッシブな節税策（詳細は下記４．参照）を用いて米国外
で稼いだ利益に対する課税を不当に回避している現実に疑義を提起する勢力が伸
張してきた。 
③ 非倫理（反社会）的な過度な節税行為を糾弾する世論の醸成 
                                                  
2 日本経済新聞（夕刊） 2015 年 10 月 9 日 
3 緒方健太郎（2016）「BEPS プロジェクト等における租税回避否認をめぐる議論」『フィナンシャル・レビュー』平成
28 年第 1 号 
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スターバックス UK の赤字決算による節税を非難する不買運動（2012 年）や米国
上院小委員会によるアップル CEO の証人喚問（2013 年）など、マスコミや市民活
動のなかでも巨額の租税回避行為を糾弾する機運が高まってきた。 
④ 租税制度のグローバル化の要請 
企業活動のグローバル化に各国のローカルな租税制度が対処できてない事例が増
加してきた。 
⑤ 電子商取引などの新たな商取引への税法の整備 
データ配信などの電子商取引、Web 媒体上の広告料収入、国を跨ぐ通信販売など、
新しいビジネスモデルでは取引先の国（所得の源泉地国）に支店などの恒久的施
設を要しないことから、従来の課税モデルでは課税不能に陥ってしまった。 
上記のうち、特に②、③、⑤が大きな背景要因であったように思われる。米国の IT 企業
が隆盛を誇る陰で、これらの巨大企業が米国以外で稼得した利益には薄い法人税しか負担
していない事実を EU などは快く感じておらず、その状況を変革するために、OECD が世論も
活用してグローバル企業の包囲網を構築したのである。 
また、上記①は短期的な要因、④と⑤は経済社会の進展に伴う重要な課題であるが、とり
わけ⑤は米国 IT 企業に不利益を強いる事項であるため、BEPS の行動計画策定の段階では結
論に辿り着けなかった。 
 
４．BEPS がターゲットにした国際租税戦略～米国グローバル企業の節税スキーム 
 上記３．②で挙げたように、BEPS が多くの国々の賛同を得た理由のひとつは、アップル
をはじめとする米国グローバル企業による大胆な節税スキームへの反発であった。ここで
は、アップルとアマゾンという巨大グローバル企業 2 社の事例を基にその概要を詳らかに
してみたい。 
（１） 無形資産の米国外移転 
アップルであれば IT 関連の技術、特許、ブランドなど、アマゾンであればブランド、顧
客管理システム、ロジスティクス、事業ノウハウなど、両社にはとてつもない価値の無形資
産がある。両社はその有する無形資産が将来米国で巨額の課税所得を生み続けることが予
見できたので、その価値が膨れ上がらないうちに「米国外」での無形資産の使用権を「米国
外」の事業体に移転することを画策した。 
アップルは自己の 100％グループ子会社をアイルランドに設立し、そこに無形資産の米国
外での使用権を移転した。その際 IT 関連資産の価値の劣化が著しい事実を説明し、また、
譲渡と同時に今後生じる IT関連資産の開発費を無形資産の買手であるアイルランド法人も
共同して分担する旨を「費用分担契約書(Cost-sharing Agreement)」上で約することにより、
無形資産の譲渡取引に係る移転価格の問題に対処した。 
一方アマゾンは、無形資産の使用権をルクセンブルグの LLP に譲渡した。このうちシステ
ムのライセンスに関しては、アップル同様米国親会社と費用分担契約書を締結することで
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移転価格税制の問題に対処できた。しかし、その他の無形資産の移転については 2005／06
年の譲渡時の対価が不当に低く評価されていたとして、2012 年に IRS（米国歳入庁）から約
15 億ドルもの追徴を受けることになった。その後この件は訴訟に持ち込まれ、2017 年 3 月
に米国租税裁判所は IRS が主張した評価方法を全面的に否定する判決を下し、アマゾンへ
の追徴は撤回された。 
両社ともに、 
 ビジネスが大成功を収める前に租税戦略を実行したため、無形資産の使用権を比較的安
い対価で米国外に移転できたこと 
 無形資産の絶対的な評価方法が確立されておらず、低めの事業価値が是認されたこと 
により、この無形資産の米国外移転スキームがうまく機能したのである。 
 
（２） アップルのスキーム4 
 アップルもアマゾンも無形資産の使用権を米国外に移すことで、そこから生じる利益に
対する課税を殆ど排除したという点では同様であるが、具体的なスキームの構造はかなり
異なる。 
 まずアップルは、同社から無形資産の使用権を取得したアイルランド子会社 2社（Apple 
Sales International と Apple Operations Europe）が、その使用権を活用して下請業者に
アップル製品を製造させ、これらを直接欧州やアフリカなどのアップル製品取扱業者に販
売していた。これらの取引によって 2社には莫大な利益が生じることになるが、これら 2社
とアイルランド税務当局との取り決め（ルーリング）により、その利益の 99％以上はアイ
ルランド国内にある事業所（これを「アイルランド支店」と称している）に帰属せず、これ
ら２社のアイルランド国外（実際にはタックスヘイブン国）に存する主たる事業所（これを
「本店」と称している）に帰属するものとして取り扱うこととされた。この結果、99％以上
の所得は全世界で免税となり、また、アイルランド支店に帰属するとされる 1％未満の僅か
な利益にはアイルランドの低い法人税率（12.5％）が適用されるため、事実上、これら２社
の所得には殆ど法人税の負担が生じないことになった。 
 
（３）アマゾンのスキーム5 
 アマゾンは欧州での販売事業の拠点として、ルクセンブルグに子会社 Amazon EU Sarl（以
下「子会社」）を設立した。その一方で、上述のとおりルクセンブルグの LLP（以下「LLP」）
に無形資産の使用権を移転し、更に LLP が子会社に無形資産の使用を許諾することで、欧州
内の通販事業を展開してきた。この使用許諾の対価として、子会社は LLP に莫大な金額のロ
イヤルティーを支払うことになる。しかしこの LLP とルクセンブルグ税務当局との取り決
                                                  
4欧州委員会によるスキームの説明 http://europa.eu/rapid/press-release_IP-16-2923_en.htm   
5EY による関連記事 http://www.ey.com/lu/en/newsroom/pr-activities/articles/article_201410_eu-to-investigate- 
amazon-tax-ruling-for-state-and-breach 
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め（ルーリング）により、予め当局が合意した計算式でロイヤルティーを算出し、かつ、LLP
のパートナーがすべて非居住法人である場合には、LLP 自体もその非居住パートナーも、ル
クセンブルグでの法人税課税を受けないこととされた。つまり、子会社は通販事業について
一旦利益を計上するものの、その大半をロイヤルティーとして LLP に支払うために、結果と
して殆ど課税所得が生ぜず、一方その支払を受ける LLP でも課税は生じないのである。 
 なお、このスキームでは事業実態のない LLP に無形資産を活用した利益が生じるために、
米国での CFC ルール（いわゆるタックスヘイブン対策税制）適用の問題があるが、LLP を法
人、子会社を導管として、それぞれ米国税務上選択する（Check-the-box election という
制度により事業体の法人課税と導管課税が選択できる）ことにより米国税務上は LLP に事
業実態を付与できるため、米国での課税問題も回避できたと推認される。 
BEPS はまさにこのような「どの国の法人税の課税にも服さない所得」の存在を問題視し、
これを是正することを重要な課題にしている。 
 
（４）米国流節税戦略の強かさ 
 米国のグローバル企業が採用している無形資産を活用した節税スキームには、以下の特
徴が垣間見られる。 
i) 米国内で生じた利益はすべて米国での課税に服する 
ii) 米国外で生じた利益に対する海外での課税は極力回避する 
iii)試験研究やシステム改良などに必要な資金の米国還流を柔軟に行えるようにする 
 すなわち、米国グローバル企業はできるだけ母国の課税当局との争いは避ける一方で、産
業誘致に託けて海外の課税当局から有利な課税上の取り扱いを引き出し、税務リスクを抑
えながら税コストを圧縮してきたのである。そして、BEPS や世論の高まりによってこの蜜
月関係に疑義が提起されるまで、誰からも異論は無かった。 
 
５．BEPS を取り巻く各国の立ち位置 
 各国財務当局は BEPS の正当性や必要性について賛同し、それに即した税制改正を行って
いる。確かに税収の確保は財政直結の最も重要な課題ではあるが、他方、産業や資本の誘致
も重要な政策のひとつであることに外ならず、上辺のきれい事だけでは済まされない部分
もある。このため自国の利益を最優先に考えたときに、果たして BEPS の行動計画の円滑な
実施が最善の選択であるのかという自問や葛藤もここにきて生じている。BEPS の推進母体
である EU 内部でも軋みが生じているようであり、各国の立ち位置にも微妙な差異が見受け
られる。 
 
（１）アイルランドやルクセンブルグの立ち位置 
アイルランドはアップルに対して、ルクセンブルグはアマゾンに対して、それぞれの節税
スキームに関する“お墨み付き”（ルーリング）を与えていた。つまり両国は、それぞれの
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会社がどのように取引を構築し、その取引から生じる利益のうち自国の法人税の課税対象
となる割合などを取引開始前に了解し、法人税の真空地帯が生じることを積極的に容認し
ていたのである。 
 そもそもアイルランドは世界に先駆けて法人税率を 12.5％に低減することで、他国から
産業や資本を誘致しようとした国である。アイルランドで最先端の企業が華々しく事業を
展開すれば、雇用の創出や先端産業を担う人員の育成が図れることから、その取引から生じ
る所得に係る法人税収の殆どを断念してでも、ルーリングを与えることが国益に適うと判
断したのであろう。ルクセンブルグも同様に、法人税収よりもアマゾンのような将来性のあ
る巨大企業の欧州における中心的拠点になるという事実を重んじたものと推察される。 
 政府にとって安定的な歳入の確保は重要である。一方でこの両国のように、雇用の創出、
国内の産業資本の拡充、新産業の欧州拠点誘致によるイメージ向上など、法人税収を多少犠
牲にしてでも特定の企業の誘致を図りたい場面もある。しかしそのような政策判断は、BEPS
の下では是認されないのである。 
 
（２）EU の立ち位置 
 EU は BEPS の実施に主体的に関与してきており、自己の加盟国にも、米国グローバル企業
にも、厳しい態度で臨んでいる。すなわち、EU 執行部はアイルランドやルクセンブルグな
どの産業誘致に積極的な一部の加盟国と立ち位置が大きく異なっている。 
① 過去の節税への遡及的追徴 
OECD が取り纏めた BEPS はあくまで未来志向であり、これまで各国が採用した税制や
過去の取引の適法性について、OECD が各国の税務当局に遡及的に税務調査や追徴を求め
ることはない。  
しかしながら EU は、従前より域内における適正な課税の実現と課税の公平を順守す
ることを加盟国に求めている（EU 内の条約“The Treaty on the Functioning of the 
European Union”(TFEU)参照）。そしてこの条約は、仮に加盟国による特定企業への利益
や恩典の供与（これを「State Aid」と称する）が行われたものと欧州委員会が認定した
ときには、欧州委員会がその恩典を与えた加盟国に対して、その不当な租税回避行為に
よって支払いを免れた租税を追徴するよう指示する旨規定している。 
欧州委員会はこの規定に基づき、アイルランドに対してアップルへの追徴を、ルクセ
ンブルグに対してアマゾンへの追徴を、それぞれすでに指示している6。しかし納税者か
らすれば、相手国からのルーリングに則って 10 年以上前に構築した取引について、事後
的に巨額の追徴（例えばアップルの場合は 2 兆円弱）を受けるとなると、租税の安定性
や予見性は完全に否定されてしまう。当然、納税者としてはこれらの措置には納得でき
ないところであり、現在 EU 司法裁判所にて両社への追徴は係争中である。 
                                                  
6 例えばアップルへの追徴は 2016 年の 8 月 30 日に指示され、対象は 2003～14 年の間にアップルが享受した節税行為
に係るもので、追徴額は約 130 億ユーロ及び延滞税 10 億ユーロに及ぶ。 
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6 例えばアップルへの追徴は 2016 年の 8 月 30 日に指示され、対象は 2003～14 年の間にアップルが享受した節税行為
に係るもので、追徴額は約 130 億ユーロ及び延滞税 10 億ユーロに及ぶ。 
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 アイルランドやルクセンブルグにしてみれば、これまでの節税スキームが BEPS によっ
て封じられ、アップルやアマゾンとの蜜月に水を差されただけでなく、過去の節税分ま
で取り戻すように EU から指示を受け、それが裁判沙汰にまで発展しているわけで、微妙
な立場に追い込まれている。なお、アップルの税務訴訟については、アイルランド政府
も同様の立場を採って欧州委員会を提訴し、追徴に関する指示の無効を主張している。 
② 共通連結法人税の課税ベース(CCCTB)による新しい課税制度への布石 
CCCTB(Common Consolidated Corporate Tax Base)とは EU 内部で検討を進めている EU
域内での法人課税の共通ルールであり、BEPS のような世界各国との制度構築を模索する
ものではない。しかしながら、BEPS の行動計画策定の段階で見送られた Web 上の新しい
ビジネスに対する国際的な課税強化策をグローバルレベルで施行するには、G20 などで
の国際協調に持込む前に、まずは CCCTB として EU 内の合意形成を図ることが望まれる。
EUからすると、グーグルなどの米国企業が巨額の広告料収入等を欧州内で稼得しながら、
これに対して殆ど課税できていない事実を一日も早く是正したいのである。しかし、米
国を含む大半の国が合意できる新たな税制の策定は先が見えない状況であり、またより
簡易な暫定的制度の導入についても EU 内での利害対立があり、CCCTB に対する EU 各国
の足並みは揃っていない7。 
③ パテント・ボックスの是認 
 EU は公正中立で、自己の利益を犠牲にしても課税の公平などの大義を重んじる組織だ
と思われがちであるが、すべてにおいてそのように振る舞っているわけでもない。 
 フランスが他国に先駆けて導入した「パテント・ボックス」と呼ばれるタックス・イ
ンセンティブは、知的財産権の使用に係るロイヤルティー収入への法人税軽課策である。
この制度はフランス国内に知的財産権を創造する研究者、科学者、エンジニア、新業態
を模索する新進ビジネスパーソンなどを呼び込み、自国の研究開発能力や新業態の開発
機会を高め、中長期的に国力を高めつつ税収も伸ばしていこうとする国策である。現在
では欧州の 12 か国が同様の制度を導入している。 
 英国がこの制度の導入を検討した際、EU において制度の公正・公平性に疑義が提起さ
れ、その後 BEPS の絡みもあってこの制度の存続自体が危ぶまれたものの、現時点では自
国で開発された知的財産権に係るロイヤルティー収入であれば、これを軽課しても不公
正な恩典の付与ではないとし、BEPS 上も問題なしとのスタンスを採っている。 
 
 （３）米国の立ち位置 
 BEPS の端緒となった、大胆で、効果的な節税スキームの多くのは米国グローバル企業が
立案し、実行したものである。そして、それを可能にした米国の税制が、Cost-sharing 
Agreement とセットで行う無形資産の譲渡による移転価格税制の緩和策と、Check-the-box 
Election という「法人課税と導管課税の選択制度」である。後者の制度を用いて、ロイヤ
                                                  
7 日本経済新聞 2017 年 10 月 11 日 
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ルティーを支払う事業会社とこれを収受する知財会社を米国税務上ひとつの法人とするこ
とでタックスヘイブン対策税制を回避する手法は、国際税務の定番スキームになっている。
この税制は BEPS の行動計画でやり玉に挙げられているが、今回の 30 年ぶりと言われる米
国の税制改革案の中に、これらの税制を変更するという記述は見当たらない8。 
 また、上述の「多数国間協定-MLI」は 2017 年に多数の国々によって署名されたが、現時
点で米国は署名しておらず、またこれに参加する意思も示していない。 
 米国当局やトランプ大統領の真意は測りかねるが、BEPS の本格的稼働によって米国政府
や米国企業にもたらされた便益はあまり多くは無いように思われる。もちろん世界規模で
の情報の共有や租税逋脱の防止、移転価格の透明化などは IRS にも恩恵がある。しかし、
BEPS によってアップルなどの IT 企業群やアマゾンなどの巨大グローバル企業の米国外で
の節税策が封じられ、その上 EU 内では過去の節税分まで遡って追徴されるとなると、中長
期的には BEPS が米国グローバル企業の企業価値に負の影響をもたらす可能性は大きい。よ
って、今後果たして米国がどれだけ OECD や EU の主張する制度改革に本気で前向きになる
のか甚だ微妙なところである。 
 
６．本邦税務への影響と方向性 
 BEPS の導入によって日本企業に激震が生じたようには思えない。確かに移転価格関連の
書面が増えたことで企業の手間は確実に増えており、経団連のレポートでも今後のコンプ
ライアンス・コスト増加への懸念は示されているが9、BEPS によって既存の取引形態や海外
拠点の大幅な見直しが迫られるような事態には至っていない。税務申告を誠実に履行して
いる多くの日本法人にとって共通報告基準による情報交換の活発化は特段脅威でもなく、
17 年のタックスヘイブン税制の改正などの影響も対応可能な範囲と思われる。 
 むしろ、BEPS を契機として EU や OECD が米国や中国を巻き込んで税制の齟齬を縮小し、
新しいビジネスモデルに対する適正な課税の枠組みを明確化し、また、国際的二重課税への
対応の統一が図られることは、租税の予見性を高め、日本企業を取り巻く税務絡みのトラブ
ルを減らすことであり、日本としては好ましい変化と言える事項も多い。 
 一方で、義務的開示制度のように、今後の制度構築の内容如何によって税務アドバイザー
や会計事務所の機能や業務範囲に大きな変更を与え得る行動計画も BEPS には包含されてい
るため、今後も具体的な改正の内容には留意する必要がある。 
 ところで、企業が株主の利益を追求しなければならない事実は BEPS 以降とて変化はない
のであるから、透明性や公平性、厳格な開示と情報交換などの拡充を踏まえつつ、日本企業
として今後どのような税務戦略を採り得るかを検討してみたい。 
 
 
                                                  
8 本稿は 2017 年 11 月時点の情報に基づいて作成している。 
9 http://www.keidanren.or.jp/policy/2016/024_honbun.pdf 
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8 本稿は 2017 年 11 月時点の情報に基づいて作成している。 
9 http://www.keidanren.or.jp/policy/2016/024_honbun.pdf 
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（１）王道の追求―法人税率の低減は BEPS の射程外 
今回の米国の大幅な法人税減税を柱とする税制改正案を見ても明らかなように、BEPS 以
降も多くの国々は法人税率の低減競争を継続しており、産業誘致のための優遇税制をチラ
つかせて企業の自国誘致を図っていることに変化はない。BEPS の議論の中に、法人税率を
低減することに対する批判や規制は存しない。BEPS はあくまで国際的な税制の穴を突いた
過度な節税戦略や、特定の企業に恩恵をもたらす税制の不整合に一定の調整をもたらすこ
とを企図しているに過ぎず、各国が産業誘致などを目的として企業に媚を売るとしても、そ
れが特定に企業に対するものでなければ、BEPS がこれを問題視することはないのである。 
よって BEPS 以降も各国の産業誘致策には温度差があり、法人税率にも差異がある以上、
税務の観点からすれば、従前どおり日本企業は事業拠点の選択に際して租税制度の予見性
が高く、総合的に税負担の低い制度を持つ国や地域を選択することが王道である。 
 
（２）コーポレート・インバージョンへのチャレンジ 
 BEPS に加えて、昨今は税務の世界でも ESG の重要性が叫ばれ、税務コンプライアンスに
おける「お行儀の良さ」が「ガバナンス」の一つの開示項目として定着しつつある。実際、
お行儀の良い法人への税務調査には「調査間隔延長」という“アメ玉”が制度化されている。
しかし一方で、米国の IT ジャイアンツをはじめとして、相変わらずコストとしての法人税
をできるだけ節約する方策の実施を肯定し、開き直った対応をしているグローバル企業も
存在する。 
 2014 年に東京エレクトロンが、米国の同業者であるアプライド・マテリアルとオランダ
持株会社の設立による国際的な事業統合を図った。その際、その統合の主目的のひとつは
「節税」であるとマネジメントは明言していた。最終的には競争法上の制約によりこの統合
戦略は水泡に帰したが、国際的な三角株式交換によって東京エレクトロンの株主に新しい
オランダの統合持株会社の株式を交付するという、いわゆるコーポレート・インバージョン
（親会社の上に新親会社を創設することで既存の親会社の所在地国での今後の法人税負担
を軽減・回避するスキーム）を日本の上場企業が実行しようとしたことは画期的であった。 
 会社法によって三角合併等が制度上可能になった時点で、日本の財務省もコーポレート・
インバージョン対策税制を導入したため、単純な形でこれを行うと莫大な税負担が生じ兼
ねない。しかし東京エレクトロンのように、然るべき海外のビジネス・パートナーと統合持
株会社を国外に設立し、その持株会社を上場させる場合や、複数の法人を支配する投資ファ
ンドによるインバージョンの場合には、税法で想定している租税回避行為の範疇から外れ
ることもあるため、日本よりも海外において付加価値創出を行う日本企業にあっては、事業
基盤を然るべき外国に据えることも選択肢である。敢えてこの時期にこの種の大胆なスキ
ームの採択を検討することも有益かもしれない。 
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（３）日本型パテント・ボックスの必要性 
 アップルも、アマゾンも、他の株式時価総額ランキングで上位を占める米国 IT ジャイア
ンツたちも、その事業価値の大半は「知的財産権等の無形資産」である。 
通常、事業価値の高い資産がより多くの利益を生み出す。よって、無形資産をどのように
活用するのかによって、課税の形も大きく変化する。例えば、無形資産を有する米国親会社
がその無形資産を自社で活用して製造販売や役務提供事業を行うと、米国で課税を受ける。
これに代えて、海外の子会社に無形資産の使用権を与えてこの事業を行わせても、移転価格
税制により然るべきロイヤルティーの授受が要請されるために、やはり米国で受取ロイヤ
ルティーに課税が生じる。そこでアップルやアマゾンは、上記３．で述べたように、価値が
大きく上昇する前に無形資産の米国外使用権を米国外の子会社等に売却して、それ以降の
無形資産からの収益に対する米国での課税を回避したのである。 
 日本のタックスヘイブン対策税制は米国のそれよりも厳しい面もあるため、米国のスキ
ームを踏襲して日本企業の無形資産に係る日本国外での使用権を日本国外に売却しても、
果たしてどれだけの税負担率の低減効果をもたらせるか疑問である。さらに、日本の財務省
が無形資産の譲渡から数年後に譲渡対価の調整課税を行うとの報道もあるため10、日本で創
り出した無形資産を国外に移転することのハードルは高い。 
 一方、相応の設備と人員のある外国子会社に新たな無形資産を開発させ、そこから配当で
日本に還流すれば、国外配当の 95％免税規定により日本での課税はほぼ回避できる。よっ
て純粋に税コストの観点からすれば、海外で使用する無形資産の開発は今後すべて日本国
外の研究開発拠点に移管し、そこにロイヤルティー収入が集まる形に仕立て、溜まった利益
を配当として日本に還流することが税務上はベストということになろう。 
しかし長期的に見たときに、それは日本の技術力の維持という観点からはとても心許な
いと言わざるを得ない。上述のとおり 21 世紀型のビジネスでは企業価値の主軸は無形資産
にあり、それを創造する企業を囲い込むことこそ長期的に自国の国力や国富を高めると判
断して欧州各国はパテント・ボックスのような税制を開発したのである。AI による単純労
働の機械への置換が進展しつつある近未来を見据えたときに、日本の国力維持のためにパ
テント・ボックス税制の日本への導入を思料すべきときにあるのではないだろうか。 
 
７．おわりに 
 「総論賛成」という声に押されて稀にみる速い展開で BEPS は取り纏められた。その主張
は公正・公平をモット―にしており、多くの国々が抱えている共通の悩みや不利益に対処し
てくれるものとして大きな期待を集めた。その中心には EU の存在があったが、日本も OECD
の当時の租税委員会の議長に財務省の浅川雅嗣氏が就任していたこともあり、BEPS の実施
には積極的に関与してきている。 
 どの国も脱税や隠匿による租税回避を擁護する意図はないから、情報交換などにより、非
                                                  
10 日本経済新聞 2017 年 3 月 10 日及び 17 日 
136
10 
 
（１）王道の追求―法人税率の低減は BEPS の射程外 
今回の米国の大幅な法人税減税を柱とする税制改正案を見ても明らかなように、BEPS 以
降も多くの国々は法人税率の低減競争を継続しており、産業誘致のための優遇税制をチラ
つかせて企業の自国誘致を図っていることに変化はない。BEPS の議論の中に、法人税率を
低減することに対する批判や規制は存しない。BEPS はあくまで国際的な税制の穴を突いた
過度な節税戦略や、特定の企業に恩恵をもたらす税制の不整合に一定の調整をもたらすこ
とを企図しているに過ぎず、各国が産業誘致などを目的として企業に媚を売るとしても、そ
れが特定に企業に対するものでなければ、BEPS がこれを問題視することはないのである。 
よって BEPS 以降も各国の産業誘致策には温度差があり、法人税率にも差異がある以上、
税務の観点からすれば、従前どおり日本企業は事業拠点の選択に際して租税制度の予見性
が高く、総合的に税負担額の低い制度を持つ国や地域を選択することが王道である。 
 
（２）コーポレート・インバージョンへのチャレンジ 
 BEPS に加えて、昨今は税務の世界でも ESG の重要性が叫ばれ、税務コンプライアンスに
おける「お行儀の良さ」が「ガバナンス」の一つの開示項目として定着しつつある。実際、
お行儀の良い法人への税務調査には「調査間隔延長」という“アメ玉”が制度化されている。
しかし一方で、米国の IT ジャイアンツをはじめとして、相変わらずコストとしての法人税
をできるだけ節約する方策の実施を肯定し、開き直った対応をしているグローバル企業も
存在する。 
 2014 年に東京エレクトロンが、米国の同業者であるアプライド・マテリアルとオランダ
持株会社の設立による国際的な事業統合を図った。その際、その統合の主目的のひとつは
「節税」であるとマネジメントは明言していた。最終的には競争法上の制約によりこの統合
戦略は水泡に帰したが、国際的な三角株式交換によって東京エレクトロンの株主に新しい
オランダの統合持株会社の株式を交付するという、いわゆるコーポレート・インバージョン
（親会社の上に新親会社を創設することで既存の親会社の所在地国での今後の法人税負担
を軽減・回避するスキーム）を日本の上場企業が実行しようとしたことは画期的であった。 
 会社法によって三角合併等が制度上可能になった時点で、日本の財務省もコーポレート・
インバージョン対策税制を導入したため、単純な形でこれを行うと莫大な税負担が生じ兼
ねない。しかし東京エレクトロンのように、然るべき海外のビジネス・パートナーと統合持
株会社を国外に設立し、その持株会社を上場させる場合や、複数の法人を支配する投資ファ
ンドによるインバージョンの場合には、税法で想定している租税回避行為の範疇から外れ
ることもあるため、日本よりも海外において付加価値創出を行う日本企業にあっては、事業
基盤を然るべき外国に据えることも選択肢である。敢えてこの時期にこの種の大胆なスキ
ームの採択を検討することも有益かもしれない。 
 
 
11 
 
（３）日本型パテント・ボックスの必要性 
 アップルも、アマゾンも、他の株式時価総額ランキングで上位を占める米国 IT ジャイア
ンツたちも、その事業価値の大半は「知的財産権等の無形資産」である。 
通常、事業価値の高い資産がより多くの利益を生み出す。よって、無形資産をどのように
活用するのかによって、課税の形も大きく変化する。例えば、無形資産を有する米国親会社
がその無形資産を自社で活用して製造販売や役務提供事業を行うと、米国で課税を受ける。
これに代えて、海外の子会社に無形資産の使用権を与えてこの事業を行わせても、移転価格
税制により然るべきロイヤルティーの授受が要請されるために、やはり米国で受取ロイヤ
ルティーに課税が生じる。そこでアップルやアマゾンは、上記３．で述べたように、価値が
大きく上昇する前に無形資産の米国外使用権を米国外の子会社等に売却して、それ以降の
無形資産からの収益に対する米国での課税を回避したのである。 
 日本のタックスヘイブン対策税制は米国のそれよりも厳しい面もあるため、米国のスキ
ームを踏襲して日本企業の無形資産に係る日本国外での使用権を日本国外に売却しても、
果たしてどれだけの税負担率の低減効果をもたらせるか疑問である。さらに、日本の財務省
が無形資産の譲渡から数年後に譲渡対価の調整課税を行うとの報道もあるため10、日本で創
り出した無形資産を国外に移転することのハードルは高い。 
 一方、相応の設備と人員のある外国子会社に新たな無形資産を開発させ、そこから配当で
日本に還流すれば、国外配当の 95％免税規定により日本での課税はほぼ回避できる。よっ
て純粋に税コストの観点からすれば、海外で使用する無形資産の開発は今後すべて日本国
外の研究開発拠点に移管し、そこにロイヤルティー収入が集まる形に仕立て、溜まった利益
を配当として日本に還流することが税務上はベストということになろう。 
しかし長期的に見たときに、それは日本の技術力の維持という観点からはとても心許な
いと言わざるを得ない。上述のとおり 21 世紀型のビジネスでは企業価値の主軸は無形資産
にあり、それを創造する企業を囲い込むことこそ長期的に自国の国力や国富を高めると判
断して欧州各国はパテント・ボックスのような税制を開発したのである。AI による単純労
働の機械への置換が進展しつつある近未来を見据えたときに、日本の国力維持のためにパ
テント・ボックス税制の日本への導入を思料すべきときにあるのではないだろうか。 
 
７．おわりに 
 「総論賛成」という声に押されて稀にみる速い展開で BEPS は取り纏められた。その主張
は公正・公平をモット―にしており、多くの国々が抱えている共通の悩みや不利益に対処し
てくれるものとして大きな期待を集めた。その中心には EU の存在があったが、日本も OECD
の当時の租税委員会の議長に財務省の浅川雅嗣氏が就任していたこともあり、BEPS の実施
には積極的に関与してきている。 
 どの国も脱税や隠匿による租税回避を擁護する意図はないから、情報交換などにより、非
                                                  
10 日本経済新聞 2017 年 3 月 10 日及び 17 日 
137
12 
 
合法的な所得隠しを阻むことには異論はない。形式的な要件を具備するだけで租税条約上
の恩典を享受することへの批判も当然視されている。また、課税当局間のやり取りが日常化
することは国同士の相互協議の円滑化が期待でき、グローバルな税制の整備は税法の予見
可能性を高めるため、企業にとってもベネフィットがある。 
 しかしながら一方で、国でも企業でも、自己の利益を最も重視するのは当然のことである。
BEPS によってアグレッシブな租税回避スキームが阻止され、Web 上のビジネスに対する新
たな租税体系が構築されることは、これらの改正によって税負担が増加する企業とその企
業の母国（居住地国）にとって受入れ難いことである。例えば、米国政府からすれば、欧州
での節税で生じた余剰資金を米国での試験研究に回すことで更に企業価値を高め、米国企
業の優位性を保持してもらいたいのであり、米国企業としても税負担率は低い方がフリー
キャッシュが増え、ROE が上がり、株価にも好影響をもたらすので好ましいのである。 
BEPS は、グローバル社会に正論を振りかざすことで順調に支持を集めてきたが、総論か
ら各論に移るにつれて利害対立が明確化され、国や企業は次第に本音としての自己の利益
を顧みるようになってきている。各国政府や企業が果たしてどこまで歩み寄れるのかがこ
れから問われている。 
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